
日系企業と外資系企業におけるコミュニティマーケティング
の比較分析
序章：コミュニティマーケティングの再評価と比較の意義
近年、企業におけるコミュニティマーケティングは、従来の補助的な活動から経営戦略の中核へと位置づけを変えつつある。デジタルプラットフ
ォームの普及、広告費用の高騰、そして顧客体験（Customer E xper ience ,  C X）の重要性が増す中で、単に製品やサービスを売るだけでは顧客
のロイヤルティを維持することが難しくなっている。
かつては、良質な製品を提供し、マスメディアを通じて認 知を拡 大すれば 市場での成功が保証されていた。しかし現在では、情報 過多の環境の
中で差別化は困難を極め、価 格や機能といった表面的な優 位性はすぐに模倣される。こうした状 況において、コミュニティは「模倣困難な資 産
」として再評価されている。
特に注目すべきは、日系企業と外資系企業におけるアプローチの違いである。両者は同じ「コミュニティ形成」を掲げていても、その背景にある
文化 、組 織構 造、経営判断のスピードや目的意識に大きな差異がある。本 稿では、日系企業と外資系企業を比 較し、それぞれがどのようにコミ
ュニティを活用し競争 優 位を築いているのかを考察する。さらに、日本企業が今後コミュニティマーケティングを発展させるために克服すべき
課題についても議論する。

第1章：目的設定と経営スタンスの違い
1.1 外資系企業の戦略的アプローチ

1.2 日系企業の情緒的・関係性重視のアプローチ

1.3 両者の比較から見える課題

外資系企業においては、コミュニティは単なる「ファンとの交流の場」ではなく、明確に事業成果と結びついた戦略的資産として扱われる。
たとえ ば  大 手 C R M ベ ン ダ ー の 独 自 ユ ー ザ ーコミュ ニテ ィは 、ユー ザ ー 同 士 の 交 流 や 学 習 機 会 を 提 供 するだ け で なく、製 品 の 定 着 率
（adopt ion rate）を高め、解約率（churn rate）を下げることを目的に設計されている。そこでは新規ユーザーが他の利用者から学び、困難を
解決することで早 期に価 値を実 感し、製品の継 続 利用につながる。この仕 組みはコミュニティK PIと財務K PI（ARR ,  LT V,  C AC 効率など）が 直
接リンクする形で運営されている。
また 大手ソフトウェア企業の独自プラットフォームは、クリエイターが自らの作品を公開・共 有する場であるが、単なる作品展示の場にとどま
らない。ここで形成されたネットワークが採用や案件獲得につながり、結果としてクリエイティブ制作向けクラウドサービスの利用を促進する。
このように、コミュニティ活動が「事業拡張 」「顧客維持」「新規顧客獲得」に明確に貢献している点が外資系企業の特 徴である。
外資系企業の多くは「Communi t y Manager」という専門職を設置し、予算と権限を持たせている。さらに、経営層への定期的なレポートライ
ンを確保し、コミュニティの成果を経営判断に組み込む。このような トップダウン型かつ数値ドリブンな姿勢が、外資系企業におけるコミュニ
ティ戦略の基盤となっている。

一方、日系企業ではコミュニティの位置づけがしばしば異なる。目的は「ファンづくり」「顧客との良 好な関 係 維 持」といった情緒的・関 係性重
視のものにとどまりやすい。
たとえば家電メーカーや自動車メーカーのファンクラブ的コミュニティでは、イベントやキャンペーンを通じて顧客との交流を図ることが多い。
しかし、その活動が売上や解約率といった経営指標にどう影響しているかを明確に測定しているケースは少ない。
また、日系企業におけるコミュニティはしばしば「広報・PR 」の延長 線 上に位置づけられる。したがって、マーケティングROIを精緻に算出する
よりも、ブランドの好意 度やイメージ向上を重視する傾向が 強い。これは日本的な「顧客との信 頼関 係を大 切にする文化 」に根ざしたものであ
り、必ずしも欠点ではない。しかし、数値化や経営資産としての活用という観点では外資系企業に比べて一歩遅れているといえる。

このように、外資系と日系のアプローチには明確な差がある。外資系は「数値化された経営資産」としてコミュニティを扱い、日系は「顧客との
関係づくり」として重きを置く。
この違いは、単に文化の差にとどまらない。外資系企業がグローバル市場での激しい競争を生き抜くために「解約率」「LT V」といった財務K PI
を軸にしているのに対し、日系企業は比 較的長 期的な顧客関係やブランドの信頼を重視してきた歴史がある。しかし、デジタル化と市場環境の
変 化により、日系企業も 経営指標に直 結するコミュニティ戦 略を導入しなければ競争 優 位を維持することは難しくなっている。



第2章：運営体制とリソース配分の違い
2.1 外資系企業における専任体制と制度設計

2.2 日系企業における兼任運営と代理店依存

2.3 継続性と人材育成の課題

外資系企業の大きな特 徴は、コミュニティ専任職（Communit y Manager,  Communit y St rategi s t）の存在である。これらの職 務は
マーケティング部門やカスタマーサクセス部門に直結して配置され、明確なKPIと予算を与えられている。
たとえば  大手 C R M ベン ダーでは 、グローバ ル 規 模 で 数 百名 規 模のコミュニティ運営チームを抱えている。そこにはイベント担当、プラット
フォーム担当、データ分析担当など細分 化された役割があり、独自のユーザーコミュニティ全 体を「ひとつの事業体」として扱っている。彼らは
単なる運営スタッフではなく、顧客成功（Customer Success）と収益 拡大に貢献する戦 略 担当として位置づけられる。
さらに外資系企業は、コミュニティの活性化を制度的に支える仕 組みを導入している。代 表的なのがアンバサダープログラムやMVP 制 度であ
る。これらは熱心なユーザーを「公式に認定」し、表彰・称号・特典を与えることで、ユーザー自身がコミュニティの推進役となるよう設計されて
いる。このような制度により、企業は人件費を抑えつつ、スケーラブルな運営体 制を実現している。

対照的に、日系企業においてはコミュニティ運営がしばしば兼任 業 務として扱われる。マーケティング部の一員が「SNS運用」「イベント企画」
といった業務の延長でコミュニティ管理を担当するケースが多い。そのため、担当者が異動するとコミュニティ運営のノウハウが途切れ、継 続性
が損なわれるリスクが高い。
また、日本ではコミュニティ運営を広 告 代 理 店 や イベント会 社に委 託することが 珍しくない。代 理 店の企 画力を活用できる利点はあるが、コ
ミュニティの「内部資 産 化 」にはつながりにくい。代 理 店が 離 れ れ ばナレッジや関 係性が 失われるため、長 期 的な蓄 積や文化 形成が 難しくな
る。
この背景には、日本的な人事サイクルや雇用慣行が影響している。定期的な人事異動を前提とする組 織文化においては、専門職を長期的に育成
するよりも「ゼネラリスト」を重視する傾向がある。その結果、コミュニティ運営が一つの専門職として根付かず、属人的かつ短命なプロジェク
ト型になりやすい。

外資系企業が「制度と仕 組み」でコミュニティの継 続 性を担保しているのに対し、日系企業は担当者の熱 意や 一 時 的なプロモーション施 策に
依存する傾向がある。これは短期的には効果を発揮するが、数年単位で見ると活力を失い、形骸化してしまう事例が少なくない。
さらに、日本ではCommuni t y Manage rという職 種そのものの認 知度 が 低い。多くの担当者は社内で「イベント係 」や「SN S担当」とみな
されがちであり、キャリアパスや専門性の体系が 確立されていない。結果として、経 験を積んだ人材が 離職・転職しやすく、組 織内にノウハウが
蓄積されにくい。
一方で、日本企業には「おもてなし文化」「顧客との長期的な信頼関係 」といった強みもある。この文化をコミュニティマネジメントの専門性と
融合させれば、日系企業ならではの独自の強みを発揮できる可能性がある。だが現状は、その可能性が十分に活かされていない。

2.4 外資系と日系の比較から得られる示唆

• 外資系は専任体制・制度化によって、コミュニティを「組織能力」として確立している。
• 日系は兼任・代理店依存が多く、継続性と資産化が課題。
• 背景には、人事制度・文化・経営の数値ドリブン度合いの違いがある。

日本企業が今後コミュニティマーケティングを強化するには
 1 .  Communit y Managerの専門職 化
2. 代 理 店依存からの脱 却と社内資産 化
3. 経営層へのレポートライン確立
が不可欠である。



第3章：文化的要因と参加者行動の違い
3.1 外資系企業における主体性と表彰文化

3.2 日系企業における慎重な発言文化とイベント志向

3.3 文化的背景が与える影響

外資系企業のコミュニティでは、参加 者の主体 性が 強く求められる。企業側は「情 報 提 供 者」ではなく「ファシリテーター（促 進者）」として立
ち、場のルールや方向性を示す一方で、参加者が自ら学び、助け合い、価値を創出することを奨励する。
この文化を支えるのが、表 彰 制 度や可視化の仕 組みである。大手I T企業のMVP 制度はその代 表 例だ。活発な貢献をしたユーザーに対し、称号
やバッジ、イベントでの登壇機会などを提供することで、参加者のモチベーションを高め、持続的な活動を促す。
このように外資系コミュニティは「自ら動く人を称える文化 」が根付いている。結果として、企業は全員を一 律に管 理するのではなく、リーダー
的な参加者を育成し、その周囲に自然なネットワークが広がる構造を形成できる。

一方、日本企業が運営するコミュニティでは、参加者の発言や行動が 慎 重になりやすいという特 徴がある。これは日本の文化に深く根 差してお
り、「和を乱さない」「間違ったことを言わない」といった意識が 強く働くためである。その結果、コミュニティが立ち上がっても、積極的に発言
する参加者は一部に限られ、多くは閲覧中心となる。
また、日系企業ではオフラインイベントやファン交流 企画が重視される傾向がある。たとえば自動車メーカーのオーナーズクラブや、化 粧品ブ
ランドのユーザーイベントなどが典 型的である。参加 者は直 接 顔を合わ せることで安心 感を得るが、一方でオンラインでの 継 続 的なナレッジ
シェアにはつながりにくいという課題もある。
この違いは「発言よりも体験 」「ナレッジよりも感 情共 有」を重視する日系文化の表れといえる。短 期的な盛り上がりは作りやすいが、知識資産
や持続的なUGCの蓄積という観点では限界がある。

文化的要因は、コミュニティの形成や運営のスタイルに大きな影 響を与える。外資系企業では「個人が自己主張し、企業がそれを承認・称賛す
る」という文化が参加促 進につながる。一方、日系企業では「場の空気を読む」「控えめに参加する」ことが優 先され 、自然発生的なナレッジ共
有よりも、企業側が企画したイベントやコンテンツへの依存度が高くなる。
この違いは、コミュニティのスケーラビリティにも直結する。外資系は「リーダー的ユーザーが次世代を育成する」自己増殖型モデルを構築でき
るのに対し、日系は「企業が場を提供し続けなければ活動が停滞する」供給依存型になりがちである。

とはいえ、日本の文化的背景は必ずしも弱点ではない。日系企業には「おもてなし」「継 続的な信頼関係 」といった独自の強みがある。これを活
かすためには、以下のような工夫が考えられる。

3.4 日系企業が取り得る対応策

3.5 本章のまとめ

 1 . �安心 感を与えるファシリテーション  
→ 匿名参加の許容や、初投稿を歓迎する仕組みで心理的ハードルを下げる。

2. �小さな成功体験の積み重ね  
→ いきなり発言を求めるのではなく、投票・リアクションなど軽い参加から始めさせる。

3. �企業主導からユーザー主導への段階的移 行  
→ 最初はイベント中心でも、徐々にユーザー同士の交流やUGC生成を促す仕組みにシフトする。

4. �称賛文化の導入  
→ 日本でも表彰や感謝の可視化を導入することで、発言や貢献を正しく評価する土壌を整える。

• 外資系企業は「主体性」と「表彰文化」を活用し、ユーザーが自ら動く循環型コミュニティを形成している。
• �日系企業は「慎重な発言文化」と「イベント志向」により、体験重視のコミュニティを築くが、ナレッジ資産の蓄積やスケーラビリティに課題

を抱える。
• 文化的背景は避けられない要素だが、日系企業も工夫次第で「心理的安全性」と「主体性の育成」を両立させることが可能である。



第4章：成果測定とKPI設計の違い
4.1 ファネルからフライホイールへ
従来のマーケティングは「ファネル（漏斗）」モデルが支配的だった。認知 → 興味 → 検 討 → 購入という直線的な流れを前提にし、いかに効率
よく顧客を獲得するかに焦点を当てていた。しかし、顧客が一度購入した後の行動はファネルの外に置かれ、継 続利用や推奨といった活動は十
分に評価されなかった。
一方、近年のコミュニティマーケティングは 「フライホイール（Fly wheel）」 の発想を重視する。これは「顧客の体験や参加が次の顧客を呼
び込み、循環が加速する」というモデルである。コミュニティの活性化によって推 奨やUGC（ユーザー生成コンテンツ）が生まれ 、それが 新しい
参加者を引き込み、さらに価値を高める。この循環の慣性が強まれば、企業は広告依存から脱却し、持続的な成長を実現できる。

4.2 コミュニティ・フライホイールの4段階

•  定義：新規参加者が「最初の意味ある体験（Fir s t  Meaning ful  Interac t ion）」を得る段階。
• 具体例：初めて投稿する、イベントに参加する、役立つ情報を入手する。
• 重要指標：アクティベーション率（新規参加者の何％が初回行動を行ったか）、TTFV（Time To First Value＝最初の価値体験までの時間）。
• 失敗 パターン：初回体験が孤独でサポートが得られず、定着せずに離脱してしまう。

• 定義：既存メンバーの活動が新しい参加者を呼び込む段階。
• 具体例：投稿やイベントがSNSで拡散され、友人紹介や口コミで新規参加者が増える。
• 重要指標：リファラル率、Creator Rat io（創造的参加者の比率）、投稿あたりの反応数。
• 失敗 パターン：会員数は増えるが発言率が低く、「幽霊会員」が増える。

• 定義：参加者同士の関係性が深まり、心理的安全性が確立される段階。
• 具体例：質問への迅速な回答、互いの成功事例の共有、ピアレビュー。
• 重要指標：一次回答時間（FRT）、解決率、コホート継 続率。
• 失敗 パターン：一部の声の大きなユーザーに依存し、炎上や内輪化で新規参加者が定着しない。

• 定義：参加者にとっても企業にとっても明確な価値が得られる段階。
• 具体例：サポート代替（質問が自己解決される）、プロダクト改善へのフィードバック、採用や案件につながる。
• 重要指標：Def lec t ion（サポート代替額）、機能採用率、解約率低下、NPS向上。
• 失敗 パターン：価値が可視化されず、参加者が「何のために関与しているのか」を見失う。

① 発火（Ignit ion）

② 拡散（Grow th / Acquisit ion）

③ 信頼 形成（Trust / Engagement）

④ 価値転換（Value / Advocacy）



4.3 KPIと測定方法
コミュニティの評価は「人数」や「投稿数」だけでは不十分である。外資系企業は以下のように多層的な指標を設定し、経営数値と接続している。

この三層モデルにより、コミュニティの活動が「単なる盛り上がり」ではなく「事業成果」に直結することを可視化できる。

1 .  先行指標（活 動の質）
　• DAU/MAU（スティッキネス）
　• Ac t ivat ion率（新規参加者の行動率）
　• Creator Rat io（投稿者の比率）
2 . 中間指標（関係性の深まり）
　• FRT（Fir s t Response T ime：初回答時間）
　• 解決率（質問が解決された割合）
　• コホート継続率（登録後4週・8週・12週の残存率）
3. 事業指標（価値転 換）
　• サポート代替額（Def lec t ion）＝「閲覧済み解決記事数 × サポート単価」
　• 機能採用率（コミュニティ参加者 vs 非参加者の差分）
　• LT V/解約率（コミュニティ参加者群の財務成果差分）

4.4 事例研究

•  発火：独自開発の学習体験で早期に価値を提供。
• 拡散：MVP制度によりロールモデルが新規参加者を誘引。
• 信頼 形成：FRTと解決率を重視し、相互扶助文化を醸成。
• 価値転 換：顧客定着率の向上とサポートコスト削減に直結。

• 発火：ファン展示会やユーザーグループを通じた初投稿体験。
• 拡散：投票制度によりSNSでの共有が促進。
• 信頼 形成：審査プロセスの透明性がコミュニティの信頼を担保。
• 価値転 換：製品化されたアイデアが売上とブランド好感度を強化 。

• 発火：作品投稿と初フィードバックによる価値実感。
• 拡散：フォロー機能と特集掲載により自然な拡大。
• 信頼 形成：レビューや共同プロジェクトが深い関係性を構築。
• 価値転 換：採用や案件獲得がユーザーに直接的な便益を提供。

大手CRMベンダーの独自ユーザーコミュニティの例

大手玩具メーカーの共創プラットフォームの例

大手ソフトウェア企業の独自プラットフォームの例



4.5 KPIと測定方法

補足：改善に向けた提案

外資系企業はコミュニティの成果を、解 約率の低下（Churn Down）、顧客生涯価値（LT V）の向上、サポートコスト削減 額（Def lec t ion）
など、事業に直結する数値で測定している。これにより、コミュニティが経営戦略において「投資すべき資産」として認識され、継続的なリソース
配分が可能になっている。さらに、こうしたKPIはCRMやプロダクト利用データと統合され、経営層への報告資料にも組み込まれるため、経営陣か
らの理解と支援を得やすい。
一方、日系企業ではコミュニティの成果を「規模的指標」で評価する傾向が強い。たとえば以下のような数値が典型である。

日系企業がこの課題を克服するためには、以下のステップが必要である。

• 会員 数：登録者数や参加者総数が増えているかどうか。
• イベント参加者数：オフラインイベントやウェビナーの参加者規模。
• フォロワー数：SNSサービスでのフォロワー数。
• 投 稿 数・閲覧数：コミュニティサイト内の投稿数やPV数。

これらの指標は短期的な盛り上がりを可視化するのには適しているが、実際に事業成果と結びついているかどうかは測定しにくい。たとえば「イ
ベントに50 0人参加した」という数字は見 栄えがよいが、それが解約率低下や追 加購入につながったかを追 跡できていない場合、経営判断に活
用することは難しい。
また、日本企 業では「成 果を定性的に語る」傾向も強い。担当部 署の報告として「お客 様の満足 度 が上がった」「ポジティブな声が増えた」と
いった表現はよく使われるが、これを数値化して経営層に伝える仕 組みは十 分に整っていない。結果として、経営陣は「コミュニティは良い活動
ではあるが、投資対効果は不明確」という認識を持ち、長期的な予算配分には慎重になりがちである。
さらに、日本のコミュニティ運営では広報・PR部門に属するケースが多いことも、規模的指標への偏重を助長している。広報の成果は一般的に
「露出量 」「視認率」「イベント参加人 数 」といった定 量指標で評価されるため、コミュニティ活動も同じ指標で語られてしまうのだ。この構造
的要因により、「経営資産としてのコミュニティ」よりも「広報 施策としてのコミュニティ」が優先されやすい。
つまり、外資系企業が 財 務 的インパクトを明 示し、投 資 対 象としてコミュニティを位置づけているのに対し、日系企業は規模的な数値やイベ
ント成 果に依存し、経営へのインパクトを可視化できていないという大きな差が 存在する。この差が、コミュニティへの投 資額や人材配置の規
模に直結している。

このように、規模的指標の「見 栄え」から、行動や事業に直 結する「意味ある数値」へのシフトが、日本企業のコミュニティマーケティングを次
の段階へ進める鍵となる。

 1 .  規模的KPIから行動的KPIへの移 行
　• 例：会員数ではなく「新規参加者の初回投稿率」「コホート継続率」を測定する。
2 . 事業指標との接 続
　• 例：イベント参加者のうち製品アップグレードに至った割合、コミュニティ参加者の解約率の差分を追跡する。
3. 経営層への報告の翻 訳
　•「フォロワー数が増えた」ではなく「LT Vが非参加者に比べ15％高い」という形で語る。

4.6 本章のまとめ
本章では、コミュニティの成果測定とK PI設 計に関する日系企業と外資系企業の違いを整理した。従 来の直 線的なファネルモデルでは顧客獲得
が中心であったのに対し、コミュニティは顧客同士のつながりや推 奨行動が 循環的に新たな価 値を生み出す「フライホイール」型の仕 組みとし
て捉えることが適している。この循環は、初回体験の提供から始まり、活動の拡散、信頼の形成、そして事業成果への転換という4段階で構成さ
れる。
さらに、コミュニティのK PIは単に人 数や投稿数といった規模的指標ではなく、先 行指標（活 動の質）、中間 指標（関係性の深まり）、事業 指標
（価 値 転 換）という三層で設 計されるべきである。これにより、コミュニティ活動が「一時的な盛り上がり」ではなく、解約率の低下や顧客生涯
価値の向上といった経営成果にどのように寄与しているのかを明確に可視化できる。
実際に外資系企業の事例では、初回 価 値体 験の短 縮や相互扶 助の可視化 、成 功事例の物 語 化を通じてフライホイールを加速させ、K PIを事業
成果へと確実に接 続している。これに対し日系企業は、参加者数やフォロワー数といった規模的指標に依存する傾向が 強く、経営へのインパク
トを十分に示しきれていない。そのため、投資やリソース配分が限定的になりがちである。
したがって、今後日本企業がコミュニティを戦略資産として発展させるためには、規模の拡大を追うのではなく、活動の質や事業への寄与を測定
できる指標へ移 行し、経営層に納 得 感のある形で成 果を伝える必 要がある。本章の考察は、コミュニティを「広報 施 策 」から「経営資 産 」へと
昇華させるための重要な視座を提供するものである。



第5章：事例研究 ― 日系企業と外資系企業の比較
5.1 はじめに
ここまでの議論で、日系企業と外資系企業のコミュニティマーケティングには「目的設 定 」「運営体 制」「文化的背景 」「成 果測定 」において明
確な違いがあることを確 認した。本章では、これらの違いを具体的に理 解するために、代 表的な外資系企業と日系企業の事例を取り上げ、その
アプローチと成果を比較する。事例研究を通じて、両者が直面する共通課題と、それぞれに固有の強みを浮き彫りにしていく。

大手 CR Mベンダーはコミュニティ戦略の先進事例としてしばしば言及される。その独自ユーザーコミュニティは世界中のユーザーを対象に、学
習、交 流、成 功 事例の共 有を促 進する場として機 能している。特 徴 的なのは、教 育コンテンツとコミュニティが 緊 密に 統 合されている点であ
る。新 規ユーザーは独自開発の学習体験を通じて、その成果をコミュニティで共 有し、他のユーザーとつながる。この循環が「学習 → 交流 → 
実践 → 推奨」というフライホイールを加速させている。
K PI 設 計においても明 確で、参加者のアクティベーション率 、質問の解決 率 、イベント参加率などが 定 量的に追 跡されている。その結果、大手
CR Mベンダーでは「コミュニティ参加者の方が非 参加者よりも製品定着率が高く、解約率が低い」という因果関係を示し、経営層に対して投 資
の妥当性を証明している。その独自ユーザーコミュニティは単なる顧客 接点ではなく、顧客成 功（Customer Succe s s）の仕 組みそのものと
して機能している。

某大手ゲームメーカーは公式に大規模なオンラインコミュニティを運営しているわけではないが、ユーザーの二次 創作や実況文化を積極的に許
容してきた点で特異な存在である。SNSでのゲーム実況、ファンアートは、IPの価値を拡張する重要なコミュニティ的活動となっている。
これは、企業が直接コミュニティをコントロールするのではなく、ユーザーの自発的活 動を尊重し、法 的規 制を最小限に留めるという方針の賜
物である。結果として、キャラクターやゲーム体験は世代を超えて語り継がれ、強力なブランドロイヤルティを築いている。

国内人材／情報サービス企業が展開する不動産情報サービスの地域メディアは、住民のリアルな体験 談を集めて発 信する UGC 型メディアであ
る。単なる物件情報サイトにとどまらず、住む人のストーリーを記事として公開することで、街や住宅選びに対する感 情的なつながりを喚 起し
ている。
この取り組みは SEO 対策としても有効であり、検索流入の増加につながっている。また、ユーザーが自主的に体験 談を共有することで、コミュ
ニティ性が育まれ、情報の信頼性が高まっている。この仕組みを通じて、「住まいの情報 」から「住まいの物 語」へと価値を転 換させた。

某大手ソフトウェア企業はクリエイター向けのエコシステムを形成するために独自プラットフォームを展開している。その独自プラットフォームは
ユーザーが作品を投 稿し、他者からフィードバックを得ることで自己 表現と成長を実現できる場である。このコミュニティはUGC（ユーザー生
成コンテンツ）が中心であり、作品そのものが新しい参加者を引き込む役割を果たしている。
また、その独自プラットフォームはクリエイティブ向けクラウドサービスと連携しており、クリエイターは作品制作から発表までをシームレスに行え
る。さらに、企業が独自プラットフォームを通じて採用活動を行うケースも増え、参加者にとっての「職業的価値」も高まっている。これにより、大手
ソフトウェア企業は単にソフトウェアを提供する企業から、クリエイターのキャリアを支援するプラットフォーム企業へと進化している。
この事例が示すのは、コミュニティが単なる製品利用促進の手段にとどまらず、産業全体のエコシステム形成に寄与する力を持つという点である。

某大手玩具メーカーは、ユーザーが新しい製品アイデアを投稿し、コミュニティの投 票によって製品化が決まる共創プラットフォームを展開して
いる。この仕組みは、顧客を単なる消費者から共創者（Co - Creator）へと変 化させた点で革新的である。
この共創プラットフォームでは、1万票を獲得したアイデアが社内審査の対象となり、製品化が決まれば投 稿者には報酬と名誉が与えられる。こ
の過程がSN Sで拡散されることで、新 規参加者が 次々と流 入し、コミュニティの活 性化が 持 続している。重要なのは、このプロセスが 透 明 性を
持って運営されていることであり、参加者の信頼を生み出している。
この事例からは、UGCをうまく制度化し、企業と顧客の双方にメリットをもたらす仕組みを作れば、コミュニティは強力なブランド資産になるこ
とがわかる。

5.2 外資系企業の事例

5.3 日系企業の事例

5.2.1 大手CRMベンダーの独自ユーザーコミュニティの例

5.3.1 大手ゲームメーカーユーザー二次創作文化の例

5.3.2 国内人材／情報サービス企業の地域メディアの例

5.2.2 大手ソフトウェア企業の独自プラットフォームの例

5.2.3 大手玩具メーカーの共創プラットフォームの例



多くの日系メーカーは、定期的なファンイベントを通じてコミュニティ形成を試みている。自動車メーカーのオーナーズクラブ、化 粧品ブランドの
ファンミーティング、家電メーカーの体験会などがその代 表 例である。これらは参加者のブランド好意 度を高める効果があるが、成 果測定は参
加人数やアンケート満足度に偏る傾向が強い。そのため、解約率低下や購入単価増加といった事業指標への接続は十分に行われていない。

これらの事例を比 較すると、外資系企業は「コミュニティを経営資産として数値化し、事業指標と接 続している」のに対し、日系企業は「顧客と
の情緒的なつながりを重視し、規模や参加者数で成果を語る」傾向があることがわかる。
外資 系の強みは、経営層がコミュニティの成 果を明 確に把 握できる点であり、継 続 的な投 資と人材育成を可能にしている。一方で日系の強み
は、ユーザーの感 情や文化的背景を尊重した取り組みによって、長 期的で深い信頼関係を築ける点にある。ただし、その成果を数値化し経営に
伝える仕組みが不足しているため、投資が限定的になりやすい。

外資系企業の事例は、コミュニティが「教育・共創・採用」といった多面的な価 値を生み出し、事業指標に直 結することを示している。日系企業
の事例は、ユーザーの感 情や文化を尊重することで強固なロイヤルティを築ける可能性を示している。しかし、日本企業が今後コミュニティを真
の競争 優 位へと発展させるためには、情緒的な価値を定量化し、経営層にわかりやすく伝える努力が不可欠である。

5.3.3 メーカー各社のファンイベント

5.4 比較分析

5.5 本章のまとめ

第6章：課題と今後の方向性
6.1 はじめに
前章では、外資系と日系の事例を比較することで、それぞれの強みと弱みを明らかにした。本章では、企業が今後コミュニティマーケティングを
戦略的に活用していくうえで直面する課題を整理し、日系企業と外資系企業それぞれの今後の方向性を考察する。特に、日系企業が克服すべき
構造的課題と、外資系企業が直面する新たな課題の両面を論じることで、グローバルに通用するコミュニティ戦略の条件を示していく。

日系企業の最 大の課 題は、コミュニティ活動の成 果を事業 成 果に結びつけて説明できない点にある。参加者 数やイベント規 模といった規 模的
指標は示されても、解約率の低下やLT Vの向上といった経営インパクトには直 結していない。結果として、経営層はコミュニティを「効果はある
が投資優先度は低い活動」と認識しやすい。

外資系企業の多くは、すでに成熟したコミュニティを持っている。そのため、新規性や熱量を維持することが 難しく、参加者のモチベーションが
低下するリスクがある。フライホイールが一巡した後、どのように新しい付加価値を提供するかが次の課題となる。

外資系企業には専任のCommuni t y Manager が存在するのに対し、日系企業では広報やマーケティング担当が兼務するケースが多い。この体
制では継 続 性や専門性の確保が 難しく、短 期的なイベント中心の運営に陥りやすい。さらに、代 理 店への依存度が高いため、ナレッジが社内に
蓄積されにくいという問題もある。

外資系企業はグローバルで統 一されたコミュニティ戦略を持つが、各国の文化に応じた調整が必要となる。日本市場においては、自己主張より
も調和を重視する文化があり、欧米 型のコミュニケーション手法が必ずしも適合しない。現 地適 応とグローバル戦略のバランスが、外資系企業
にとっては大きな課題である。

日本の顧客は発言に慎 重であり、オンラインコミュニティにおけるU GCの活 性化が 難しい。匿名性が 担保されるSN Sでは活発な議 論 が 行われ
る一方で、企業公式の場では「炎上リスク」を避けるために意 見が 抑制されやすい。この文化的要因は、企業が 設 計段階から配慮すべき課題で
ある。

6.2 日系企業が直面する課題

6.3 外資系企業が直面する課題

6.2.1 成果の定量化の難しさ

6.3.1 成熟市場での差別化困難

6.2.2 運営体制の脆弱さ

6.3.2 グローバルとローカルの調整

6.2.3 文化的ハードル



外資系企業の多くは、外部プラットフォームを利用してコミュニティを構築している。しかし、これらのプラットフォームは規 約変更やサービス終
了のリスクを内包している。企業独自の基盤を持たない場合、長期的に資産を維持することが難しくなる。

6.3.3 プラットフォーム依存リスク

日本企業はまず、成果測定の枠組みを再設計する必要がある。具体的には、規模的 KPI から行動的 KPI への移 行、そして事業成果との接 続
が 不可欠である。さらに、コミュニティ運営を短 期施 策ではなく中長 期の資 産 形成として位置づけ、専任 人材の育成と社内ナレッジの蓄積を
進めることが求められる。

外資系企業は、既存の大規模コミュニティをいかに維持・刷新するかが課題となる。新しい価値を提供するためには、AI やデータ活用によるパー
ソナライズ、またはサステナビリティや社 会的インパクトといった新しいテーマへの拡張が 有効である。また、ローカル文化を尊重した柔軟な
運営体制がグローバル戦略の成功を左右するだろう。

日系・外資系を問わず、今後のコミュニティ戦 略において重要なのは、コミュニティを「顧客 接点の延長 」ではなく「事業インフラ」として再
定義することである。サポート、教育、共創、採用といった機能を統合することで、コミュニティは企業全体の効率と競争 優 位を支える中核資
産となり得る。

6.4 今後の方向性
6.4.1 日系企業に求められる進化

6.4.2 外資系企業に求められる進化

6.4.3 共通の方向性 ― コミュニティを「事業インフラ」へ

6.5 本章のまとめ
本章では、日系企業と外資系企業が 直面する課題を整理し、それぞれの今後の方向性を考察した。日系企業は成果の定 量化と体 制強化が急務
であり、外資系企業は成熟化とローカル適 応に取り組む必 要がある。最 終的に両者が目指すべき方向は、コミュニティを単なるマーケティング
施策ではなく、企業経営の基盤に位置づけることである。
この視点を持つことで、コミュニティは短期的な流行に終わらず、長期的かつ持続的な競争 優 位を提供する資産へと進化していく。

終章：日系企業と外資系企業におけるコミュニティ戦略の違い
コミュニティマーケティングは世界的に再評価され、企業成長の基盤として注目を集めている。しかし、そのアプローチは国や企業文化によって
大きく異なる。本章では、特に日系企業と外資系企業の違いに焦点を当て、両者がどのようにコミュニティを形成し、成果を測定しているのかを
比較し、今後の方向性を考察する。

外資系企業は、コミュニティを単なる「顧客 接点 」ではなく「戦 略資 産 」として明 確に位置づけている。たとえば大手 CR Mベンダーの独自ユー
ザーコミュニティや大手ソフトウェア企業の独自プラットフォームは、顧客 教育・ネットワーキング・製品利用促 進を一 体化させ、解 約率低下や
LT V向上といった財務的成果に直結している。

成果測定においては、解約率の差分、サポートコスト削減、ユーザーの製品利用頻 度など、経営成 果に直 結する指 標が中心である。このため
経営層に対して「コミュニティは利益を生む投資対象である」と明確に示すことができる。

専任の Communit y Manager やデータ分析担当を配置し、継 続的に運営・改善を行う体 制を整えている。これにより、コミュニティは単発
イベントではなく、中長期的に企業成長を支える基盤として機能する。

7.1 外資系企業の特徴
7.1.1 戦略的資産としての位置づけ

7.1.2 KPIの明確さ

7.1.3 専任体制とナレッジ蓄積



日系企業は、コミュニティを「顧客との信 頼関係を深める場」として捉える傾向が 強い。ファンイベントやオーナーズクラブ、体験会などを通じ
て顧客とのつながりを重視し、参加者に「ブランドの仲間である」という安心感を提供している。

多くの場合、成果は会員 数・イベント参加者数・SNS フォロワー 数といった規模的指標で語られる。これらは短期的な盛り上がりを示すには
適しているが、事業成果との因果関係を説明するのは難しい。そのため、経営層に対して投資価値を十分に伝えられず、コミュニティへのリソー
ス配分が限定的になりやすい。

広報やマーケティング部門が兼務で運営するケースが多く、専門性や継 続性に課題が 残る。また、代 理 店依存が強いため、ナレッジが社内に
蓄積されにくいという構造的な問題もある。

7.2 日系企業の特徴
7.2.1 情緒的・関係性重視

7.2.2 成果測定の課題

7.2.3 運営体制の脆弱さ

7.3 両者の比較と示唆

7.4 結論

外資系企業は「数値で投 資 対効果を示す仕 組み」を持ち、コミュニティを経営戦 略 の一 部として位置づけている。一方、日系企業は「情緒的な
価値や信頼関係の構築」に強みを持ちながらも、その成果を定量化して経営に接続する部分で遅れをとっている。
したがって、日系企業が今後コミュニティを持 続的な競争 優 位へと発展させるためには、外資系のK PI設 計 や専任 体 制から学びつつ、自らの強
みである「文化・共感・信頼 」を数値化し、経営層にわかりやすく示す努力が不可欠である。

日系企業と外資系企業のアプローチには明確な違いがあるが、どちらもコミュニティを成長戦略の一 部として捉えている点に変わりはない。外
資系は「数値で示す力」、日系は「信頼を育む力」を強みとして持つ。今後は両者の知見を相互に補完し、コミュニティを「周辺施策」から「経営
インフラ」へと昇華させることが、持続的成長を実現する鍵となるだろう。


